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第２章 総務部 

 

第１節 総務課 

 

   〔総括概要〕 

 

    総務課の主な分掌事務は、自治基本条例の運用、組織の見直し、非核平和の推進、

行政改革、地方分権への対応、指定管理者制度、情報公開、個人情報保護、文書管

理、条例・規則等の制定・改廃、市議会との連絡調整である。 

    自治基本条例については、栃木市市民会議自治基本条例部会において、条例の見

直しに向け、県内他市の自治基本条例との比較、検討を行った。 

組織の見直しについては、市民目線で効率的な、行政課題に的確に対応できる組

織を目指し、部課長のヒアリングを行い、庁議等における審議を経て実施した。 

非核平和の推進については、栃木市非核平和都市宣言の趣旨を踏まえ、同宣言の

周知活動を行い、とちぎ平和展及び戦争体験を聞く会を開催したほか、広島平和記

念式典に中学生を派遣した。 

    行政改革については、第2次行政改革大綱・財政自立計画に基づき、実施計画の進

捗管理に努め、行財政の健全化に向けた取組を行った。 

    指定管理者制度については、全ての制度導入施設について管理状況評価を行い、

評価結果をホームページにおいて公表した。また、栃木市老人福祉センター長寿園

ほか8施設の指定管理者の指定に当たり、栃木市指定管理者選定委員会に諮問し、候

補者（案）の選定を行った。 

情報公開及び個人情報保護については、栃木市情報公開条例及び栃木市個人情報

保護条例の円滑な運用に努めた。また、条例の改正内容に則して情報公開事務の手

引及び個人情報保護事務の手引を改訂した。 

文書管理については、文書の収受、配付及び発送の迅速かつ的確な処理を行うと

ともに、栃木市文書管理マニュアルに基づき、適正な文書管理に努めた。 

市議会については、定例会を4回招集し、158件の議案等を提出した。 

また、条例、規則及び訓令については、93件の制定及び改廃を行った。 

 

 行政管理係  

 

１ 自治基本条例 

  自治の基本理念及び基本原則並びに行政運営のルールを定めた自治基本条例の市民へ

の周知を図るため、ホームページにおける情報提供、新たに転入してきた世帯に対する

パンフレットの配布、市内で開催されたイベントにおける周知活動を行った。 

 

２ 市民会議 

  自治基本条例の実効性を高めるとともに適切な運用を図るため、同条例第 44 条に基づ
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く市民会議を開催した。 

(1) 委員の構成 

・公募による者     22 人 

・関係団体を代表する者 29 人 

・学識経験を有する者   5 人 

・市職員         2 人    合計 58 人 

 (2) 会議の開催 

  ア 全体会 

  イ 自治基本条例部会   

開催日時 

場所 

参加者数 

（人） 
主な議案等 

 8月28日（火） 

午後7時～ 

市役所301会議室 

16 

・自治基本条例の動向について 

・他の地域の特色ある条例について 

・栃木市の政策条例について    

10月17日（水） 

午後7時～ 

市役所301会議室 

15 ・他市の自治基本条例との内容比較、意見交換（前半） 

12月12日（水） 

午後7時～ 

市役所302会議室 

15 ・他市の自治基本条例との内容比較、意見交換（後半） 

 2月13日（水） 

午後7時～ 

市役所302会議室 

15 
・自治基本条例部会中間報告について 

・自治基本条例の普及啓発について 

  ウ 総合計画部会  

総合計画部会については、総合政策課が事務局として運営した。 

 

３ 組織の見直し 

(1) 平成31年4月の組織見直しに関する基本方針 

  ア 現行組織の定着を図るため、大幅な見直しは行わない。 

  イ 現行組織の課題を検証し、解決に向けた見直しを行う。 

開催日時 

会場 

参加者数 

（人） 
主な議案等 

5月16日（水） 

午後7時～ 

市役所正庁 

45 

・平成30年度のスケジュールについて 

・総合計画後期基本計画について 

・自治基本条例逐条解説について 

9月21日（金） 

午後7時～ 

市役所正庁 

43 ・総合計画部会総合計画外部評価実施結果について 
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ウ いちご一会とちぎ国体の開催など、新たな行政課題には、人的な配置を含め、的

確に対応できる体制を整える。 

(2) 平成31年4月の組織見直しの概要 

  ア 総合政策部 

    ・新たにスポーツ連携室を設置し、「東京2020オリンピック・パラリンピック」

など、誘客に関連するスポーツを所管するスポーツ連携係と「いちご一会とちぎ

国体」及び「いちご一会とちぎ大会（全国障害者スポーツ大会）」の業務を所管

する国体推進係を設置。 

  イ 総務部 

    ・危機管理課について、防災係を危機管理係に統合し、危機管理員を配置。 

ウ 財務部 

  ・公共施設再編課と総務課行革推進係を再編し、行財政改革推進課を設置。 

エ こども未来部 

  ・保育課の保育政策係と保育推進係の名称を保育管理係と入園支援係に変更。 

オ 産業振興部 

  ・農林整備課の農林整備係を農村整備係と林務係に分割。 

  カ その他 

    ・建設部道路河川維持課の道路河川維持第2係の設置場所を岩舟総合支所から本庁

へ変更。 

 

４ 日曜窓口の開設 

 進学や転勤等により、住民票等の異動の多い4月及び3月に日曜窓口を開設した。 

(1) 開設日時 

   ・4月 1日（日）、 8日（日）、15日（日） 

3月17日（日）、24日（日）、31日（日） 各日午前8時30分～午後5時15分 

 (2) 開設窓口 

   ・市民生活課、保険医療課、市民税課、資産税課及び収税課の窓口 

 

５ 市政年報 

  平成29年度の栃木市政の大要を収録した市政年報を作成し、閲覧用に市政情報センタ

ーや各地域図書館等に設置したほか、市のホームページに掲載した。なお、市議会議員

に対しては、タブレット端末で閲覧できるよう議会事務局へデータを配付した。 

 ・冊子及びデータ配付部数  

配付先 
冊子 

(冊) 

データ 

(件) 
配付先 

冊子 

(冊) 

データ 

(件) 

市長､副市長､教育長 3 ‐ 市議会議員 - 1 

総務課 2 1 監査委員（議員を除く) 1 ‐ 

情報システム課 ‐ 1 議事課 1 ‐ 
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図書館 6 ‐ シティプロモーション課 1 ‐ 

 合  計 14 3 

 

６ 市の木・花・鳥・歌の普及啓発 

  市民の一体感の醸成に寄与することを目的に制定した、市の木「トチノキ」・市の花

「アジサイ」・市の鳥「カモ」・市の歌「栃木市民の歌～明日への希望～」の普及啓発

活動を行った。 

  なお、市の歌については、訪れる観光客を温かく迎え市のPRにつなげるため、JR栃木

駅で放送する発車メロディを作成し、開始記念式典において発表することで、より一層

の普及を図った。 

(1) 市の木・花・鳥 

・市封筒及び市広報紙に市の木・花・鳥のイラスト等を掲載 

 (2) 市の歌 

・カラオケによる配信 

   ・本庁舎の電話保留音 

・本庁舎での定時放送 

・FMくらら857での定時放送 

・防災行政無線での定時放送 

・庁内でのCDの貸出 

・JR栃木駅の発車メロディ 

 

７ 非核平和事業 

  栃木市非核平和都市宣言の趣旨を踏まえ、戦争の悲惨さや核兵器のおそろしさを伝え

るとともに、命の貴さや平和について考える機会を提供するため、各種事業を行った。 

 

(1) とちぎ平和展 

  ア 開催状況 

開催期間 会場 折鶴回収数(羽) 

6 月 28 日（木）～7 月 3 日（火） 藤岡公民館 ロビー 124 

7 月 5 日（木）～7 月 10 日（火） 大平公民館 ロビー 82 

7 月 12 日（木）～7 月 17 日（火） 岩舟公民館 ロビー 111 

7 月 19 日（木）～7 月 24 日（火） 真名子夢ホール ロビー 172 

7 月 26 日（木）～7 月 31 日（火） 都賀公民館 ロビー 50 

8 月 10 日（金）～8 月 14 日（火） 栃木文化会館 展示室 191 

合    計 730 

イ 内容  

(ｱ) 全会場で実施 

・原爆投下後の惨状を収めた写真パネルの展示 
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・広島平和記念式典への中学生派遣活動記録の展示 

  ・折鶴作製スペースの設置 

（次年度の広島平和記念式典中学生派遣において奉納予定） 

(ｲ) 栃木文化会館のみ実施 

・原爆の図丸木美術館所蔵の「原爆の図」（作：丸木位里・俊）複製画の展示 

       原寸大…「火」「虹」 

小パネル…「原子野」「焼津」 

   ・「原爆の図」の作者である丸木位里・俊が絵付けしたみかも焼の展示 

     ・埼玉県平和資料館所蔵の軍服、軍靴、水筒等の現物資料及び戦時下の統制代

用品写真パネルの展示 

     ・閲覧コーナーの設置（体験文集のほか、書籍や冊子など） 

     ・映像コーナーの設置（DVD「戦争の記憶を語り継ぐ」ほか） 

(2) 戦争体験を聞く会 

ア 日 時 7 月 22 日（日）午前 10 時～ 

場 所 真名子夢ホール 多目的研修室 

    講 師 山口スミ氏 「宇都宮大空襲体験談と終戦前後の子供達の学校生活」 

阿部洋子氏 「集団学童疎開を体験して」 

    来場者 52 人 

イ 日 時 8 月 12 日（日）午前 10 時～ 

場 所 栃木文化会館 大会議室 

    講 師 秋元武夫氏 「ソ連抑留と帰国後の生活」 

梁島宏光氏 「宇都宮大空襲体験と終戦後の生活」 

    来場者 78 人 

(3) 広島平和記念式典中学生派遣 

     ・派遣団員 市立中学校 2 年生 28 人 

   ・随  行 栃木西中学校長（派遣団長）、学校教育課職員 1 人、健康増進課職員

1 人及び総務課職員 2 人 計 5 人 

 開催日時 会場 内  容 

説明会 
7 月 5 日（木） 

午後 6 時～ 

市役所 

正庁 

団長挨拶、団員自己紹介、事業内容・行

程等説明 

事前学習会 
7 月 5 日（木） 

説明会終了後 

市役所 

正庁 
広島への原爆投下等に関する事前学習 

壮行会 
7 月 26 日（木） 

午後 6 時～ 

市役所 

正庁 

市長・教育長・団長挨拶、団員代表挨拶、

記念撮影 

広島派遣 
8 月 5 日（日）

～7 日（火） 

広島市 

ほか 

広島平和記念式典参列 

広島平和記念資料館・平和記念公園見学 

元安川灯ろう流し 

被爆体験講話受講 ほか 
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報告会準備 
8 月 18 日（土） 

午前 9 時～ 

市役所 

正庁 

報告会の準備、リハーサル 

報告会 
8 月 24 日（金） 

午後 6 時～ 

市役所 

正庁 

副市長挨拶、研修内容の発表、講評（教

育長） 

８ 職員提案「市長ホットライン」 

全ての職員が、気軽に提案や議論ができる環境を整備し、課題意識や柔軟な発想力、

改善に対する意欲を高めることを目的に実施した。 

  ・提案件数  2 件 

 

９ 後援事業 

  「栃木市の後援等に係る事務取扱要綱」、「栃木市イベント開催時の安全管理方針」

及び「栃木市の後援等受付マニュアル」に基づき、各種団体の主催する事業の後援等申

請に対し、承認又は不承認の決定を行った。 

  ・後援等申請件数  22 件（内承認件数 21 件） 

 

10 市章 

  栃木市章を適正かつ慎重に取り扱うため、市章を使用しようとする者から使用承認申

請を受け、承認又は不承認を決定した。 

  ・使用承認申請件数 1件（内承認件数1件） 

 

11 行政手続制度 

(1) 行政手続法等による審査基準等の公表 

   各申請に対する審査基準及び不利益処分基準について、市として統一的に公開する

ため、各申請窓口への備付け及び市ホームページへの掲載を行った。 

 

 行革推進係  

 

１ 指定管理者制度 

(1) 指定管理者選定委員会の開催 

開催日 内  容 

8 月 2 日（木） 管理状況評価（現地調査及びヒアリング） 

9 月 11 日（火） 指定管理者選定ヒアリング、候補者（案）の選定 

9 月 21 日（金） 指定管理者選定ヒアリング、候補者（案）の選定 

 (2) 選定委員会による管理状況評価（3 次評価）を行った施設 

№ 施設名称 指定管理者名称 評価 

1 
栃木市大平地域福祉センター 

（ふるさとふれあい館） 
社会福祉法人栃木市社会福祉協議会 Ａ 
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2 栃木市藤岡地域活動支援センター 社会福祉法人栃木市社会福祉協議会 Ａ 

3 栃木市都賀地域活動支援センター 社会福祉法人栃木市社会福祉協議会 Ａ 

4 
栃木市大平健康福祉センター 

（ゆうゆうプラザ） 
いすゞビルメンテナンス株式会社 Ａ 

5 道の駅みかも 道の駅みかも再生プロジェクトグループ Ａ 

※評価はＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄの 4 段階評価 

※上記施設以外は、指定管理者による自己評価（第 1 次評価）及び施設所管課によ

る評価（第 2 次評価）を実施 

(3) 公募により選定を行った施設 

№ 施設名称 指定管理者名称 

1 栃木市老人福祉センター長寿園 

社会福祉法人栃木市社会福祉協議会 2 栃木市そのべ児童館 

3 
栃木市栃木第六地区コミュニティ

センター 

4 栃木市老人福祉センター泉寿園 

株式会社メディカルフィットネスとちの木 

5 栃木市いまいずみ児童館 

6 栃木市老人福祉センター福寿園 社会福祉法人栃木市社会福祉協議会 

7 栃木市観光情報物産館 株式会社ファーマーズ・フォレスト 

8 道の駅にしかた 株式会社ニックス 

9 
栃木市営住宅及び栃木市特定公共

賃貸住宅 
一般社団法人宅建とちぎ公営住宅管理センター 

 (4) 公募外により選定を行った施設 

№ 施設名称 指定管理者名称 

1 
栃木市大平地域福祉センター 

（ふるさとふれあい館） 
社会福祉法人栃木市社会福祉協議会 

2 栃木市藤岡地域活動支援センター 社会福祉法人栃木市社会福祉協議会 

3 栃木市都賀地域活動支援センター 社会福祉法人栃木市社会福祉協議会 

(5) 自動更新制度により公募外選定を行った施設 

№ 施設名称 指定管理者名称 

1 
栃木市大平健康福祉センター 

（ゆうゆうプラザ） 
いすゞビルメンテナンス株式会社 
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2 道の駅みかも 道の駅みかも再生プロジェクトグループ 

 

２ 行政改革 

  第2次行政改革大綱・財政自立計画に基づき、平成30年度第2次行政改革大綱・財政自

立計画実施計画を策定し、進行管理に努めた。 

なお、栃木市市民会議が次のとおり開催され、行政改革大綱・財政自立計画に対する

意見書が提出された。 

・7月25日（水）、7月27日（金）、8月3日（金） 総合計画部会 

・9月21日（金） 全体会 

 

 文書法規係  

 

１ 情報公開・個人情報保護関係 

(1) 市政情報センターの管理・運営等 

   市政情報センター内の市政情報コーナーにおいて各種行政資料を常時公開した。ま

た、情報公開の総合窓口として市民の相談に応じた。 

 (2) 情報公開請求・個人情報開示請求の状況 

・請求件数及び公開等の決定状況 

 （単位：件）               （単位：件） 

情報公開 

請求件数 

公開等の決定状況  個人情報開

示請求件数 

開示等の決定状況 

公開 部分公開 非公開 開示 部分開示 非開示 

134 38 79 17 32 8 14 10 

 (3) 情報公開及び個人情報保護制度に関する説明会の開催 

   栃木市情報公開条例及び栃木市個人情報保護条例の一部改正に伴い、情報公開事務

の手引及び個人情報保護事務の手引を改訂し、引き続き制度の適正な運用を図るため、

3 月 20 日（水）に職員を対象とした説明会を開催した。 

 

２ 不服申立てへの対応 

行政不服審査法に基づいてなされた審査請求について、審査請求の形式審査、審理員

の指名、行政不服審査会への諮問、裁決等を行った。 

  ・森林法第１０条の２第１項の許可処分の取消しを求める審査請求 

   太陽光発電施設設置を目的とする林地開発許可申請に対し、栃木市が行った許可処

分の取消しを求める審査請求。 

実施日 内容 

6 月 27 日（水） 審査請求人より審査請求書を受理 

9 月 27 日（木） 審理員に対する審理関係人の口頭意見陳述を実施 

1 月 30 日（水） 行政不服審査会を開催 
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3 月 12 日（火） 裁決書を審査関係人に送付 

 

３ 告示 

・件数 399 件  

 

４ 栃木市公報の発行 

  ・年 12 回発行 第 97 号（4 月 15 日）～第 108 号（3 月 15 日） 

 

５ 文書管理関係 

・文書取扱件数                                 （単位：件） 

区 分 郵便文書 県文書使送車による県庁からの文書 合計 

収受文書 155,903 7,316 163,219 

発送文書 976,628 2,865 979,493 

 

６ 文書印刷 

(1) 印刷機年間利用枚数     3,366,327 枚 

(2) コピー機年間利用枚数    5,550,543 枚 

(3) カラーコピー機年間利用枚数   80,383 枚 

 

７ 市議会関係 

招 集 日 会議別 提 出 議 案 等 

5 月 17 日（木） 臨時会 
議案第 57 号～議案第 66 号 

報告第  5 号・報告第  6 号 

6 月 8 日（金） 定例会 
議案第 67 号～議案第 80 号 

報告第  7 号～報告第 13 号 

8 月 31 日（金） 定例会 

議案第 81 号～議案第 104 号 

報告第 14 号～報告第 22 号 

認定第  2 号～認定第 10 号 

11 月 30 日（金） 定例会 議案第 105 号～議案第 140 号 

2 月 22 日（金） 定例会 
議案第  1 号～議案第 46 号 

報告第  1 号 

 

８ 条例、規則等の審査、制定及び改廃 

(1) 例規審査委員会 

   本市において制定する条例等の適正を期するため、条例等を審査し、立案を指導・

助言する栃木市例規審査委員会を開催した。 

・委員会の開催 28 回    

・審議件数   203 件 
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(2) 法令の制定・改廃等に伴い、本市の条例・規則等を整備した。（番号は暦年） 

ア 条例 

番号 題     名 公布年月日 施行年月日 

35 栃木市長の給与の特例に関する条例 平成30年 6月27日 平成30年 7月 1日 

36 栃木市税条例等の一部を改正する条例 平成30年 6月27日 平成30年 6月27日 

37 
栃木市都市計画税条例の一部を改正する条

例 
平成30年 6月27日 平成30年 6月27日 

38 

栃木市放課後児童健全育成事業の設備及び

運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例 

平成30年 6月27日 平成30年 6月27日 

39 

栃木市特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

平成30年 6月27日 平成30年 6月27日 

40 
栃木市観光情報物産館条例の一部を改正す

る条例 
平成30年 6月27日 平成31年 4月 1日 

41 栃木市風致地区条例の一部を改正する条例 平成30年 6月27日 平成30年 6月27日 

42 
栃木市旧寺尾南小学校利用事業者審査委員

会条例 
平成30年 9月26日 平成30年 9月26日 

43 栃木市子ども未来基金条例 平成30年 9月26日 平成30年 9月26日 

44 

栃木市家庭的保育事業等の設備及び運営に

関する基準を定める条例の一部を改正する

条例 

平成30年 9月26日 平成30年 9月26日 

45 
栃木市認定西方なかよしこども園条例の一

部を改正する条例 
平成30年 9月26日 平成30年 9月26日 

46 栃木市手数料条例の一部を改正する条例 平成30年 9月26日 平成30年 9月26日 

47 
栃木市奨学金貸付条例の一部を改正する条

例 
平成30年 9月26日 平成31年 4月 1日 

48 
栃木市災害見舞金支給の特例に関する条例

を廃止する条例 
平成30年 9月26日 平成30年 9月26日 

49 栃木市小平浪平顕彰基金条例 平成30年12月19日 平成30年12月19日 

50 
栃木市職員の自己啓発等休業に関する条例

の一部を改正する条例 
平成30年12月19日 平成31年 4月 1日 

51 
栃木市議会の議員の議員報酬及び費用弁償

等に関する条例の一部を改正する条例 
平成30年12月19日 

平成30年12月19日 

平成31年 4月 1日 

52 

栃木市職員の給与に関する条例及び一般職

の任期付職員の採用及び給与の特例に関す

る条例の一部を改正する条例 

平成30年12月19日 
平成30年12月19日 

平成31年 4月 1日 
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53 

栃木市地域福祉センター条例及び栃木市地

域活動支援センター条例の一部を改正する

条例 

平成30年12月19日 平成31年 4月 1日 

54 栃木市介護保険条例の一部を改正する条例 平成30年12月19日 平成30年12月19日 

55 

栃木市指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例の一部を改正する条例 

平成30年12月19日 平成30年12月19日 

56 

栃木市指定地域密着型介護予防サービスの

事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準等を

定める条例の一部を改正する条例 

平成30年12月19日 平成30年12月19日 

57 
栃木市任期付市費負担教職員の任用、給与等

に関する条例の一部を改正する条例 
平成30年12月19日 平成30年12月19日 

58 

栃木市農業委員会の委員及び農地利用最適

化推進委員の定数を定める条例及び栃木市

特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費

用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

平成30年12月19日 平成31年 7月20日 

1 栃木市市民憲章審議会条例 平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

2 栃木市コンプライアンス推進条例 平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

3 
栃木市共生社会実現のための障がい者差別

解消推進条例 
平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

4 栃木市手話言語条例 平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

5 
栃木市職員の勤務時間、休日及び休暇に関す

る条例の一部を改正する条例 
平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

6 栃木市税条例等の一部を改正する条例 平成31年 3月26日 平成31年10月 1日 

7 
栃木市国民健康保険税条例の一部を改正す

る条例 
平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

8 

栃木市特別職の職員で非常勤のものの報酬

及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例 

平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

9 
栃木市子ども・子育て会議条例の一部を改正

する条例 
平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

10 

栃木市水道事業の布設工事監督者及び水道

技術管理者に関する条例の一部を改正する

条例 

平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

11 

栃木市議会議員及び栃木市長の選挙におけ

る選挙運動の公費負担に関する条例の一部

を改正する条例 

平成31年 3月26日 平成31年 3月26日 
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12 栃木市特別会計条例を廃止する条例 平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

13 
栃木市大平高齢者デイサービスセンターま

ゆみ条例を廃止する条例 
平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

14 
栃木市藤岡高齢者生きがいセンター条例を

廃止する条例 
平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

15 栃木市都賀老人憩いの家条例を廃止する条例 平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

16 
栃木市同和対策住宅新築資金等借入償還基

金条例を廃止する条例 
平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

17 栃木市税条例等の一部を改正する条例 平成31年 3月29日 平成31年 4月 1日 

18 
栃木市国民健康保険税条例の一部を改正す

る条例 
平成31年 3月29日 平成31年 4月 1日 

イ 規則 

番号 題     名 公布年月日 施行年月日 

22 
栃木市災害見舞金条例施行規則の一部を改

正する規則 
平成30年 5月 9日 平成30年 5月 9日 

23 
栃木市母子保健法施行細則の一部を改正す

る規則 
平成30年 5月10日 平成30年 5月10日 

24 
栃木市指定障がい福祉サービス事業者等の

指定に関する規則の一部を改正する規則 
平成30年 5月18日 平成30年 5月18日 

25 
栃木市子ども手当事務処理規則を廃止する

規則 
平成30年 6月20日 平成30年 6月20日 

26 
栃木市風致地区条例施行規則の一部を改正

する規則 
平成30年 6月27日 平成30年 6月27日 

27 
栃木市職員の勤務時間、休日及び休暇に関す

る規則の一部を改正する規則 
平成30年 7月 5日 平成30年 7月 5日 

28 
栃木市予防接種事故賠償補償規則の一部を

改正する規則 
平成30年 7月11日 平成30年 7月11日 

29 
栃木市都市計画法施行細則の一部を改正す

る規則 
平成30年 7月30日 平成30年 7月30日 

30 栃木市観光情報物産館条例施行規則 平成30年 8月 9日 平成31年 4月 1日 

31 生活保護法施行細則の一部を改正する規則 平成30年 8月21日 平成30年 8月21日 

32 
道の駅にしかた条例施行規則の一部を改正

する規則 
平成30年 8月29日 平成30年 8月29日 

33 
都市計画法に基づく開発行為の許可基準に

関する条例施行規則の一部を改正する規則 
平成30年 9月20日 平成30年 9月20日 

34 

栃木市自然環境等と再生可能エネルギー発

電設備設置事業との調和に関する条例施行

規則の一部を改正する規則 

平成30年 9月20日 平成30年 9月20日 

35 栃木市職員の地域手当の支給に関する規則 平成30年 9月20日 平成30年 9月20日 
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の一部を改正する規則 

36 
栃木市災害見舞金支給の特例に関する条例

施行規則を廃止する規則 
平成30年 9月26日 平成30年 9月26日 

37 
栃木市ひとり親家庭医療費助成に関する条

例施行規則の一部を改正する規則 
平成30年 9月27日 平成30年10月 1日 

38 
栃木市認定西方なかよしこども園に関する

規則の一部を改正する規則 
平成30年 9月27日 平成30年 9月27日 

39 
栃木市基準該当居宅サービス事業者の登録

に関する規則の一部を改正する規則 
平成30年10月 1日 平成30年10月 1日 

40 栃木市介護保険規則の一部を改正する規則 平成30年10月 1日 平成30年10月 1日 

41 

栃木市指定地域密着型サービス事業所及び

指定地域密着型介護予防サービス事業所の

指定等に関する規則の一部を改正する規則 

平成30年10月 1日 平成30年10月 1日 

42 
栃木市建築基準法施行細則の一部を改正す

る規則 
平成30年10月12日 平成30年10月12日 

43 生活保護法施行細則の一部を改正する規則 平成30年11月21日 平成30年11月21日 

44 

栃木市指定介護予防支援事業所の指定等に

関する規則及び栃木市指定居宅介護支援事

業所の指定等に関する規則の一部を改正す

る規則 

平成30年12月11日 平成30年12月11日 

45 
栃木市職員の給料等の支給に関する規則の

一部を改正する規則 
平成30年12月19日 平成30年12月19日 

46 
栃木市技能労務職員の給与に関する規則の

一部を改正する規則 
平成30年12月19日 平成30年12月19日 

47 

平成 30 年 12 月改正条例附則第 3 項の規定に

よる最高の号給を超える給料月額を受ける

特定任期付職員の給料月額の切替えに関す

る規則 

平成30年12月19日 平成30年12月19日 

48 
栃木市職員の自己啓発休業に関する規則の

一部を改正する規則 
平成30年12月26日 平成30年12月26日 

49 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律施行細則の一部を改正

する規則 

平成30年12月28日 平成30年12月28日 

50 
栃木市児童福祉法施行細則の一部を改正す

る規則 
平成30年12月28日 平成30年12月28日 

1 
栃木市税に関する文書の様式を定める規則

の一部を改正する規則 
平成31年 2月15日 平成31年 4月 1日 

2 
栃木市消防本部消防職員委員会に関する規

則の一部を改正する規則 
平成31年 2月18日 平成31年 4月 1日 
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3 
栃木市地域福祉センター条例施行規則の一

部を改正する規則 
平成31年 2月18日 平成31年 4月 1日 

4 栃木市特別顧問設置規則を廃止する規則 平成31年 2月22日 平成31年 4月 1日 

5 
栃木市小切手振出等事務取扱規則の一部を

改正する規則 
平成31年 3月18日 平成31年 3月18日 

6 
栃木市認定西方なかよしこども園に関する

規則の一部を改正する規則 
平成31年 3月18日 平成31年 4月 1日 

7 栃木市コンプライアンス推進条例施行規則 平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

8 
栃木市行政組織規則等の一部を改正する規

則 
平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

9 
栃木市藤岡高齢者生きがいセンター条例施

行規則を廃止する規則 
平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

10 
栃木市都賀老人憩いの家条例施行規則を廃

止する規則 
平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

11 
栃木市共生社会実現のための障がい者差別

解消推進条例施行規則 
平成31年 3月28日 平成31年 4月 1日 

12 栃木市手話通訳者設置規則 平成31年 3月28日 平成31年 4月 1日 

13 
栃木市職員の勤務時間、休日及び休暇に関す

る規則の一部を改正する規則 
平成31年 3月29日 平成31年 4月 1日 

14 
栃木市国民健康保険税に関する文書の様式

を定める規則 
平成31年 3月29日 平成31年 4月 1日 

ウ 訓令  

番号 題     名 公布年月日 施行年月日 

10 
栃木市人権施策推進本部設置要綱の一部を

改正する要綱 
平成30年 5月14日 平成30年 5月14日 

11 
栃木市建設工事等請負者選考委員会規程の

一部を改正する規程 
平成30年 8月23日 平成30年 8月23日 

12 
栃木市物品購入等契約事務取扱規程の一部

を改正する規程 
平成30年 8月23日 平成30年 8月23日 

13 
栃木市新斎場候補地選定会議規程の一部を

改正する規程 
平成30年 9月 6日 平成30年 9月 6日 

14 栃木市公印規程の一部を改正する規程 平成30年12月21日 平成30年12月21日 

1 
栃木市事務決裁規程等の一部を改正する規

程 
平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

2 栃木市なんでも相談窓口設置規程 平成31年 3月26日 平成31年 4月 1日 

3 
栃木市職員安全衛生管理規程の一部を改正

する規程 
平成31年 3月28日 平成31年 4月 1日 

 

 



- 92 - 

 

９ 顧問弁護士 

市長その他市の執行機関の相談に応じ、行政執行上の問題について顧問弁護士(1人)

から意見、助言等を受けた。 

  ・相談件数  1件 

 

10 特定任期付職員（弁護士） 

  市長その他市の執行機関の相談に応じ、行政執行上の問題について庁内弁護士が意見、

助言等を行った。 

  ・相談件数  71 件 


